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令和 8 年度 奈良市の地域教育を考える懇話会の意見の概要 

開催日時 令和 8 年 10 月 7 日（水）9 時０0 分から 11 時０0 分まで 

開催場所 奈良市役所 中央棟 6 階 第二研修室 

意見等を求める 

内容等 

令和 8 年度奈良市地域教育推進事業について 

地域教育協議会と学校運営協議会の一体的推進に向けた整理について 

参 加 者 出席者 9 人 ・ 事務局 1４人 

開催形態 公開 （傍聴人 1 人）  

担 当 課  教育部 地域教育課 

事務局による概要説明の後、出席者に意見等を求めた。 

≪意見を求めた内容及びそれらに対する意見等≫ 

１．令和 8 年度奈良市地域教育推進事業について 

令和８年度の地域教育推進事業として、地域で決める学校予算事業や放課後子ども教室、大学生ボラ

ンティアとの連携状況を報告した。また、地域で決める学校予算事業の評価制度について、担い手不足

や活動の固定化といった課題を踏まえ、令和 10 年度に向けてカテゴリーの最適化を検討することとし、

評価カテゴリーの見直し案や今後発展させるべき事業について意見等を求めた。 

・評価カテゴリーを整理・統合することはよいが、これまで見えていた取組が埋もれないよう配慮が必

要である。特に、広報活動が他の取組に埋もれないよう、カテゴリーの整理にあたって扱いを検討し

てほしい。 

・「休み時間・給食支援」の事業数が少ないことを否定的に捉えられない表現に改めてほしい。 

・給食指導・アレルギー対応などは教員の業務であるが、休み時間や給食時間の支援は、教員の休憩

や安全確保に役立つ可能性があるため、学校の状況に応じた協力のあり方を検討する必要があ

る。 

・地域展開により、部活動は学校の管理下にある教育活動ではなくなったものの、過渡期にあり、地

域の支援が途切れないよう、部活動支援に関する取組をカテゴリーから一律に外さず、継続できる

仕組みを検討してほしい。 

・「不登校支援」は重要な課題であり、学校教育の多様化にも関わり、学校制度のあり方そのものを

変えなければならない可能性もある。チャレンジ項目とすることについては課題の重要性が伝わる

よう、位置付けや取組内容を丁寧に示してほしい。 

・自治会の担い手不足や高齢化が進むなか、地域に一律に協力を求めるのは難しい。特に不登校支

援では、個人情報の扱いや専門性に留意が必要である。 

・地域の特色を生かした取組を進めるため、地域で決める学校予算の使途や配分について、より柔

軟に運用できる余地を検討してほしい。 

・子どもと関わる地域の担い手を対象として、大学等と連携した研修の機会を設けてはどうか。 
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２．地域教育協議会と学校運営協議会の一体的推進に向けた整理について 

  地域教育協議会と学校運営協議会の一体的推進に向け、両組織の役割や連携のあり方が説明した。

地域教育協議会は学校を核とした地域づくり、学校運営協議会は地域とともにある学校づくりを担うた

め、組織を一つに統合するのではなく、それぞれの強みを生かしながら連携する方針を示した。今後は、

制度理解を深める研修や参考事例の提示を通じて、目標の共有、役割の明確化、地域と学校の協働を

促すこととし、参考事例の示し方などについて意見などを求めた。 

・一体的推進は両組織を統合することではなく、「目標の共有」「組織間の関係の明確化」「協働の活

動」を進めることが重要である。すでに各地域で行われている連携を生かし、無理に一律の形を求

めず、できるところから取り組むべきである。 

・地域教育協議会と学校運営協議会は法的根拠や役割が異なるため、単純に一体化するのではな

く、連携のあり方を整理すべきである。また、学校運営協議会の設置単位や学校ごとの教育方針の

違いにも配慮が必要である。 

・学校運営協議会での熟議を地域教育協議会の活動につなげるため、両協議会の会議を合同で開

催する取組を始めた。今後、実際に活動の改善につながるかを検証したい。 

・学校運営協議会と地域教育協議会を単純に一つにすると、小・中学校ごとの目標の違いに対応しに

くい。両者をつなぐ既存の仕組みや新たな組織のあり方を検討する必要がある。 

・両協議会は参加者が重なる一方、話し合う内容や役割は異なるため、単純に統合せず、それぞれを

生かして地域と学校をつなぐことが大切である。また、地域差を踏まえた進め方が必要である。 

・参考事例については、色々な在り方があると思うので、示した例に良くも悪くも引っ張られることが  

 あると思う。 

・地域の人が子どもを支援する際には、現場の状況や子どもへの適切な関わり方を学ぶ機会が重要 

 であり、大学等と連携した研修の仕組みが考えられる。 


